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単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～ 平成18年 9月30日）
( 1 ) 経営成績　　　　　　　　　　　　　(百万円未満を切り捨てて表示しています。)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年 9月中間期       19,157     15.2          133    △41.8          193    △42.5
17年 9月中間期       16,620      1.8          229    △47.6          337    △23.4

18年 3月期       34,222 －          410 －          556 －

1 株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益

％ 円 銭百万円
18年 9月中間期          146    △32.7           3.76
17年 9月中間期          218     33.2           6.26

18年 3月期          381 －          10.46

( 注 ) 1.期 中 平 均 株 式 数 18年 9月中間期     3 9 , 0 4 7 , 2 9 1 株 17年 9月中間期     3 4 , 9 2 7 , 9 4 8 株
18年 3月期     3 6 , 4 4 7 , 9 6 9 株

2.会 計 処 理 の 方 法 の 変 更 無
3.売 上 高 、 営 業 利 益 、 経 常 利 益 、 中 間(当 期)純 利 益 に お け る パ ー セ ン ト 表 示 は 、 対 前 年 中 間 期 増 減 率

( 2 ) 財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1 株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
18年 9月中間期       41,572       14,888     35.8         381.29
17年 9月中間期       37,515       13,414     35.8         384.07

18年 3月期       38,401       15,299     39.8         391.81

( 注 ) 1.期 末 発 行 済 株 式 数 18年 9月中間期     3 9 , 0 4 6 , 8 7 4 株 17年 9月中間期     3 4 , 9 2 7 , 2 1 9 株
18年 3月期     3 9 , 0 4 7 , 9 9 4 株

2.期 末 自 己 株 式 数 18年 9月中間期        7 3 4 , 7 3 5 株 17年 9月中間期        7 2 3 , 6 4 2 株
18年 3月期        7 3 3 , 6 1 5 株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～ 平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       39,000          460          310

( 参 考 ) 1 株 当 た り 予 想 当 期 純 利 益 ( 通 期 )           7 円 9 4銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 　　　 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 　 　 期 末　　　 年　　間

18年 3月期　　　　　   　　0.00　　　　　　　7.00　　　　 　　7.00

19年 3月期( 実 績 ) 　 　 　 　   　 　    － 　 　 　          － 　 　 　 　 　 　 　 　 　 －

19年 3月期( 予 想 ) 　 　 　  　 　    　 0.00　　　　　　　7.00　　　　　　7.00

業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に
つ き ま し て は 添 付 資 料 の ５ ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。
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個別中間財務諸表等

個別中間財務諸表

 (1)　個別中間貸借対照表 (単位：百万円）
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要 約 貸 借 対 照 表
平成17年9月30日現在 平成18年3月31日現在

当中間会計期間末

平成18年9月30日現在

％ ％

980 

164 
3,374 

4,410  △    
567  △      

金 額 金 額構 成 比

前 事 業 年 度 の

構 成 比

前中間会計期間末

1,886 4,024 

8,103 
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( 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 金
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計

( 負 債 の 部 ）

貸 倒 引 当 金
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貸 倒 引 当 金

機 械 装 置(2)
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繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
Ⅱ 固 定 資 産

建 物

計

そ の 他(2)

無 形 固 定 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券

783  △      
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15,299  △   

そ の 他

1,611  △    
989  △      
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1,613 
3,581 
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3,079  △    

26,683 64.2

- 
- 
- 
- -7.3

- 

固 定 負 債 合 計 7,587 20.2 7,065 

- 

利 益 準 備 金

その他有価証券評価差額金
0.5

8.0

193  △      0.5
783 2.0

3,079 
1.5

長 期 借 入 金

6,650 

189  △      
556 

自 己 株 式

負 債 合 計

( 資 本 の 部 ）
資 本 金

任 意 積 立 金
中間(当期)未処分利益

5,835 

14.2
60.2

113 
5,451 

113 81 
17.0

1,218 

8,151 
7,158 

17,650 

4,783 

46.0

54.7

133 

0  △        
6,543 15.7

709 

55.8

100.0

21,436 

16 

31 

5,214 

20,520 
6,645 

1,431 
0  △        (3)

Ⅰ 流 動 負 債

(3) 土 地

そ の 他(5)

投 資 そ の 他 の 資 産

(1)

Ⅲ 繰 延 資 産
社 債 発 行 費
繰 延 資 産 合 計
資 産 合 計

流 動 負 債 合 計

買 掛 金
支 払 手 形

短 期 借 入 金

64.224,100 

216 
70 

そ の 他

繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金

※3
1,352 

724 

44.0

0  △        

100.0 41,572 100.037,515 

資 本 剰 余 金
5,985 

3,624 

18.16,963 

5,461 

14,401 37.5

資 本 準 備 金 3,745 4,410 - 
- 
- -

17.3- -

そ の 他 資 本 剰 余 金 567 
資 本 剰 余 金 合 計 4,313 

利 益 剰 余 金 合 計

13.0

利 益 剰 余 金

1,611 1,611 
989 

11.5

2,748 

負 債 ・ 資 本 合 計
資 本 合 計 13,414 35.8

100.037,515 

23,101 

38 

478 

賞 与 引 当 金

39.8

100.038,401 38,401  △   
15,299 

増 減

（△印減）

567 

16.0

未 払 法 人 税 等

新 株 予 約 権 付 社 債
Ⅱ 固 定 負 債

38,401 

668 

469 

4,978 

0.271 

- 

28 

期 別

科 目

期 別

科 目

- 27 -



(単位：百万円）

（ ） （ ） （ ）

Ⅰ
1.
2.

3.

4. △

Ⅱ
1.

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

平成17年9月30日現在 平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在

金 額 構 成 比

増 減

（△印減）
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額

- 

- 
- 

- 
- 

- 

478 

499 

0.5

1.2

14,389 34.6
193  △      

16.0

12.0

-

( 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

(1) 利 益 準 備 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

(2) その他利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計

純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金

(1) 資 本 準 備 金
(2) その他資本剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計

6,650 - - 6,650 - 

4,410 
- 567 - 567 
- 4,410 - 

4,978 - - 4,978 - -

- 
193  △      

478 
- 2,474 - 2,474 
- 2,953 2,953 

499 499 1.2

- 14,888 
評価・換算差額等合計 - 499 - --

- 41,572 
- 
- - 41,572 100.0

- 14,888 35.8

- 
7.1

- 

その他有価証券評価差額金

-
-

- -

-

- -

-
-
- 14,389 

期 別

科 目

期 別

科 目
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(2) 個別中間損益計算書 (単位：百万円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

- 158 

- 450 

143  △      

19 

21  △       

102  △      

1  △        

29  △       

71  △       

2,413 

- 

金 額

2,536 

123 

219 

96  △       

33  △       

14 

84 

0.8

245 1.3

14 0.1

193 1.0

100 0.5

255 1.3

195 1.0

3,413 17.8

133 0.7

15,610 81.5

3,546 18.5

増 減

自 平成 18年 4月 1日

至 平成 18年 9月 30日

当 中 間 会 計 期 間

※1

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

自 平成 17年 4月 1日

至 平成 17年 9月 30日

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比百 分 比

16,620 100.0 34,222 100.019,157 100.0

13,196 79.4

3,194 19.2

3,423 20.6

営 業 外 収 益 289 1.7

営 業 利 益 229 1.4

経 常 利 益 337 

営 業 外 費 用 ※2 181 

特 別 利 益 80 0.5※3

1.1381 

特 別 損 失 69 

347 

※4 48 0.2

0.4

146 

前 期 繰 越 利 益 450 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

中間(当期)未処分利益 668 

218 

合併による未処分利益受入額 - 

自 平成 17年 4月 1日

1.1

556 1.6

％％
金 額

6,892 20.1

989 

2.0

2.0

0.3106 

30 0.1

0.8

79.927,329 

0.7

1.7

6,481 18.9

431 1.3

577 

410 1.2

688 2.1

238 

0.4

％

前 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の

1.3

277 0.7

法人税、住民税及び事業税 15 0.1

法 人 税 等 調 整 額 114 

税引前中間(当期)純利益

（△印減）

要 約 損 益 計 算 書

至 平成 18年 3月 31日

期 別

科 目

- 29 -



  中間株主資本等変動計算書

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至平成18年９月30日）  (単位：百万円)

 その他資本  資本剰余金  利益剰余金

 剰余金  合計 配当引当積立金
研究開発積立

金
固定資産圧縮積当

金
別途積立金

繰越利益剰余
金

 合計

平成18年３月31日　残高 6,650 4,410 567 4,978 478 125 50 6 1,430 989 3,079 193 △     14,515

中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当（注） 273 △      273 △      273 △      

  中間純利益 146 146 146

  自己株式処分差益 0 0 0

  自己株式の取得 0 △      0 △       

  自己株式の処分 0 0

   株主資本以外の項目の中間

   会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計    -    - 0 0    -    -    -    -    - 126 △      126 △      0 △      126 △      

平成18年９月30日　残高 6,650 4,410 567 4,978 478 125 50 6 1,430 863 2,953 193 △     14,389

(単位：百万円)

評価・換算差額等 純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日　残高 783 15,299

中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当（注） 273 △      

  中間純利益 146

  自己株式処分差益 0

  自己株式の取得 0 △       

  自己株式の処分 0

   株主資本以外の項目の中間

   会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 284 △        411 △      

平成18年９月30日　残高 499 14,888

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

284 △      284 △        

資本金 自己株式
株主資本合

計

資本剰余金

資本準備金
利益準備

金
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 1.資産の評価基準及び  (1)有価証券  (1)有価証券  (1)有価証券
   評価方法  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法 同   左 同   左

 その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券
 時価のあるもの  時価のあるもの  時価のあるもの

当中間決算日の市場価格 当中間決算日の市場価格 当事業年度末の市場価格
等に基づく時価法（評価 等に基づく時価法（評価 等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法に 差額は全部純資産直入法 差額は全部資本直入法に
より処理し､売却原価は移 により処理し､売却原価は より処理し、売却原価は
動平均法により算定） 移動平均法により算定） 移動平均法により算定）

 時価のないもの  時価のないもの  時価のないもの
移動平均法による原価法 同   左 同   左

 (2)デリバティブ  (2)デリバティブ  (2)デリバティブ
時価法 同   左 同   左

 (3)たな卸資産  (3)たな卸資産  (3)たな卸資産
 評価基準 原価法 同   左 同   左
 評価方法

… 月次総平均法

最終仕入原価法

 2.固定資産の減価償却  (1)有形固定資産  (1)有形固定資産  (1)有形固定資産
   方法  四日市工場及び研究設備 定率法 同   左 同   左

 大潟工場及び滋賀工場 定額法

   なお、平成10年4月1日以降に取得
 した建物（附属設備を除く）につい
 ては定額法を採用しています。

 主な耐用年数は次のとおりです。

 建物及び構築物 10～47年
 機械装置及び運搬具  7～10年

 (2)無形固定資産 定額法  (2)無形固定資産  (2)無形固定資産
  ただし、ソフトウェア（自社 同   左 同   左
利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しています。

 (3)長期前払費用 定額法  (3)長期前払費用  (3)長期前払費用
同   左 同   左

 3.繰延資産の処理方法 　繰延資産に計上した社債発行費 　繰延資産に計上した社債発行費
については、商法施行規則に基づ については、商法施行規則に基づ
く最長期間（３年間）にて毎期均 く最長期間（３年間）にて毎期均
等額を償却しています。 等額を償却しています。

 4.引当金の計上基準  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金
　売上債権等の貸倒損失に備える 同   左 同   左
ため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計
上しています。

 (2)賞与引当金  (2)賞与引当金  (2)賞与引当金
  従業員の賞与の支払に備えて、 同   左   従業員の賞与の支払に備えるた
賞与支給見込額の当中間会計期間 め、当事業年度末における賞与支
負担額を計上しています。 給見込額を計上しています。

……

……
……

……

……

包装材料、燃料

製品及び商品

……

……

……

貯 蔵 品

……

……

半製品、仕掛品

自製原料、原料

当 中 間 会 計 期 間前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自  平成 18年  4月  1日
至  平成 18年  9月 30日

自  平成 17年  4月  1日
至  平成 18年  3月 31日

自  平成 17年  4月  1日
至  平成 17年  9月 30日

…… ……
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 4.引当金の計上基準  (3)退職給付引当金  (3)退職給付引当金  (3)退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため 同   左   従業員の退職給付に備えるため
当事業年度末における退職給付債 当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき 務及び年金資産の見込額に基づき
当中間会計期間末において発生し 計上しています。
ていると認められる額を計上して   数理計算上の差異は、各事業年
います。 度の発生時における従業員の平均
  数理計算上の差異は、各事業年 残存勤務期間以内の一定の年数
度の発生時における従業員の平均 （10年）による定額法により按分
残存勤務期間以内の一定の年数 した額をそれぞれ発生の翌事業年
（10年）による定額法により按分 度から費用処理することとしてい
した額をそれぞれ発生の翌事業年 ます。
度から費用処理することとしてい 　過去勤務債務は、その発生時の
ます。 従業員の平均残存勤務期間以内の
　過去勤務債務は、その発生時の 一定の年数（3年）による定額法
従業員の平均残存勤務期間以内の 費用処理しています。
一定の年数（3年）による定額法
により費用処理しています。

 (4)役員退職慰労引当金  (4)役員退職慰労引当金
　当社は取締役及び監査役の退職   当社は取締役及び監査役の退
慰労金制度を廃止することとし、 職慰労金制度を廃止することと
平成17年6月29日開催の定時株主 し、平成17年6月29日開催の定時
総会において、慰労金の打切り支 株主総会において、退職慰労金の
給議案が承認可決されました。 打切り支給議案が承認可決されま
　これにより、当中間会計期間に した。
おいて「役員退職慰労引当金」を 　これにより、当事業年度にお
全額取崩し、打切り支給額の未払 いて「役員退職慰労引当金」を
い分については、固定負債の「そ 全額取崩し、打切り支給額の未
の他」に含めて表示しています。 払い分については固定負債の「

その他固定負債」に含めて表示
しています。

 5.外貨建の資産及び負債   外貨建金銭債権債務は、中間決 同   左   外貨建金銭債権債務は、期末日
の本邦通貨への換算基 算日の直物為替相場により円貨に の直物為替相場により円貨に換算
準 換算し、換算差額は損益として処 し、換算差額は損益として処理し

理しています。 ています。

 6.リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移 同   左 同   左
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

 7.ヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法  (1)ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理によっています。 　繰延ヘッジ処理を採用していま 同   左
  ただし、ヘッジ会計の要件を す。
満たす金利スワップについては、 　また、為替変動リスクのヘッジ
特例処理によっています。 について振当処理の要件を充たし

ている場合には振当処理を、金利
スワップについて特例処理の条件
を充たしている場合には特例処理
を採用しています。

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 金利スワップ ヘッジ手段 金利スワップ 同   左

取引 為替予約
ヘッジ対象 借入金 ヘッジ対象 借入金、売掛

金
 (3)ヘッジ方針  (3)ヘッジ方針  (3)ヘッジ方針

  今後想定される金利上昇局面に 　金利リスクの低減並びに金融収 同   左
備えるため、限定取組額の変動金 支改善のため、対象債務の範囲内
利のリスクヘッジのため金利スワ でヘッジを行っています。
ップを行っています。また、リス
クヘッジの手段としてのデリバデ
ィブ取引は、金利スワップ取引の
み行うものとしています。

 (4)ヘッジ有効性評価の方法  (4)ヘッジ有効性評価の方法  (4)ヘッジ有効性評価の方法
  特例処理によっている金利スワ 　ヘッジ開始時から有効性判定時 同   左
ップについては、有効性の評価を 点までの期間において、ヘッジ対
省略しています。 象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎
に判定しています。

 8.その他中間財務諸表  (1)消費税等の会計処理  (1)消費税等の会計処理  (1)消費税等の会計処理
   （財務諸表）作成の     消費税等の会計処理は税抜方式 同   左 同   左
   ための基本となる重     によっています。
　 要な事項

当 中 間 会 計 期 間
自  平成 18年  4月  1日

……

……

至  平成 18年  9月 30日

前 事 業 年 度
自  平成 17年  4月  1日
至  平成 18年  3月 31日

前 中 間 会 計 期 間
自  平成 17年  4月  1日
至  平成 17年  9月 30日

……

……
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会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準） （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の減損に 　当事業年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る 係る会計基準」（「固定資産の減損に係

会計基準の設定に関する意見書」（企業会 る会計基準の設定に関する意見書」（企

計審議会　平成14年8月9日））及び「固定 業会計審議会　平成14年8月9日））及び

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（ 「固定資産の減損に係る会計基準の適用

企業会計基準委員会　平成15年10月31日 指針」（企業会計基準適用指針第6号 平

企業会計基準適用指針第6号）を適用して 成15年10月31日）を適用しています。

います。 　これによる損益に与える影響はありま

　これによる損益に与える影響はありま せん。

せん。

（退職給付に係る会計基準）

　当事業年度より「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正」（企業会計基準第

3号　平成17年3月16日）を適用していま

す。

　これによる損益に与える影響はありま

ません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

　計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）及び「

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月9日）を適用して

います。

　これまでの資本の部の合計に相当する金

額は14,888百万円です。
　なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しています。

表示方法の変更

（中間貸借対照表）
　「建設仮勘定」は、前中間期末まで、有形固定資産の「その
他」に含めて表示してましたが、当中間期末において資産の総
額の100分の5を超えたため区分掲記しました。
　なお、前中間期末の「建設仮勘定」の金額は135百万円です。

当 中 間 会 計 期 間
 　自 平成 18年  4月  1日
 　至 平成 18年  9月 30日

 　自 平成 17年  4月  1日
 　至 平成 17年  9月 30日

前 中 間 会 計 期 間

前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
 自 平成 17年  4月  1日  自 平成 17年  4月  1日
 至 平成 17年  9月 30日  至 平成 18年  3月 31日

当 中 間 会 計 期 間
 自 平成 18年  4月  1日
 至 平成 18年  9月 30日

- 33 -



（中間貸借対照表関係） （単位：百万円）

 仮払消費税等と仮受消費税 同　　左
 等を相殺のうえ、流動負債
 「その他」に含めて表示し
 ています。

財団抵当
 (工場財団組成資産）

 (工場財団抵当債務）

偶発債務
 保証債務

PT.DAI-ICHI
KIMIARAYA

天津達一琦精細化工
有限公司

従業員銀行住宅借入金
従業員銀行提携借入金
㈱京都環境保全公社 * * *

(注)* 当社のほか6社の (注)* 当社のほか6社の (注)* 当社のほか6社の
連帯保証総額 784百万円 連帯保証総額 679百万円 連帯保証総額679百万円
のうちの当社負担分です。 のうちの当社負担分です。 のうちの当社負担分です。

中間期末日（期末日）満期  　中間期末日満期手形の会
手形  計処理については、手形交

 換日をもって決済処理して
 います。
 なお、当中間会計期間の末
 日は金融機関の休日であっ
 たため、次の中間期末日満
 期手形が、中間期末残高に
 含まれています。

(設備支払手形)

99

14

受 取 手 形
支 払 手 形
流動負債その他

※６

2

667

５ 受 取 手 形 割 引 高 1,548

第 一 セ ラ モ ㈱

合 計

〃
(2,250千US$) (2,100千US$)

63 42〃

銀行借入金
200 246

前 事 業 年 度 末

2,8062,722
2,660

8,857

4,783

（平成 18年  3月 31日 現在）
当 中 間 会 計 期 末

（平成 18年  9月 30日 現在）

25,562

（平成 17年  9月 30日 現在）

25,153

2,369
2,397
950

保 証 先

短 期 借 入 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

2,397
993

2,161

保 証 金 額

6,944

保証の種類

8,439

※３

前 中 間 会 計 期 末

有形固定資産から直接
控除した減価償却累計額
消 費 税 等

担保資産及び担保付債務

※１ 24,596

2,577

合 計

5,835

2,394

長 期 借 入 金

建 物
機 械 装 置

906
8,456

2,304

注 記 事 項

Ｎｏ

254
銀行借入金

保 証 金 額 保証の種類

※２

４

(1)

土 地

合 計 7,956

2,121

2,578

626

19 〃
45 〃
20 〃

1,537

〃
(1,500千US$)

46 〃

169

〃
48

1,429

18
〃

(1,500千US$)
〃

176176
〃

(1,500千US$)

97 〃112 〃 97 〃

6,402
8,706

保 証 金 額 保証の種類

銀行借入金
(1,700千US$)

42

581

〃

期 別
項 目
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(中間損益計算書関係） （単位：百万円）

営業外収益のうち主なもの

営業外費用のうち主なもの

特別利益のうち主なもの

特別損失のうち主なもの

機械装置等の既存設備の改廃に 　同　　左 　同　　左
よる除却損及び撤去費用です。

減価償却実施額

(中間株主資本等変動計算書関係）

（自 平成18年4月1日　至 平成18年9月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式数　（千株） 増加株式数　（千株） 減少株式数　（千株） 株式数　（千株）

普通株式 （注）

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加です。
　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増しによる減少です。

734合 計 733 1 0

733 1 0 734

当 中 間 会 計 期 間 末

当中間会計期間

前 事 業 年 度 末 当 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

受 取 配 当 金 95

支 払 利 息 107

受 取 利 息 5
固定資産賃貸料 39

1,270

投 資 そ の 他 の 資 産 4 8

628

4

無 形 固 定 資 産 0 5 1

5
有 形 固 定 資 産 617

216

－ 16

100

44

－

投資有価証券売却益

自 平成 17年 4月  1日
至 平成 18年 3月 31日

当 中 間 会 計 期 間
自 平成 18年 4月  1日
至 平成 18年 9月 30日

受 取 配 当 金

Ｎｏ
前 中 間 会 計 期 間

至 平成 17年 9月 30日
自 平成 17年 4月  1日

固定資産賃貸料

前 事 業 年 度

※１
受 取 利 息 3

※２

7
86

245

受取利息割引料

受 取 配 当 金

32

120

固定資産賃貸料

186支 払 利 息 90 支 払 利 息

80
※４

投資有価証券評価損

119匿名組合分配金 匿名組合分配金61 匿名組合分配金 61

※３

－

固 定 資 産 処 分 損 69 90

そ の 他 － 3

期 別

項 目
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(リース取引関係）

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認 1. リース物件の所有権が借主に移転すると認 1. リース物件の所有権が借主に移転すると認

 　められるもの以外のファイナンス・リース  　められるもの以外のファイナンス・リース  　められるもの以外のファイナンス・リース

　　取引 　　取引 　　取引

（借主側） （借主側） （借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及 累計額相当額、減損損失累計額相当額及 累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 び中間期末残高相当額 び期末残高相当額

   なお、取得価額相当額の算定は、未経過リ 同　左    なお、取得価額相当額は、未経過リース料

 ース料中間期末残高が有形固定資産の中間期  期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

 末残高等に占める割合が低いため、支払利子  る割合が低いため、支払利子込み法により算

 込み法により算定しています。  定しています。

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

   なお、未経過リース料中間期末残高相当額 同　左    なお、未経過リース料期末残高相当額は、

 は、有形固定資産の中間期末残高等に占める  未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期

 割合が低いため、支払利子込み法により算定  末残高等に占める割合が低いため、支払利子

 しています。  込み法により算定しています。

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 崩額、減価償却費相当額及び減損損失 崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を 同　左  同   左

零とする定額法によっています。

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引

（借主側） （借主側） （借主側）

　未経過リース料 　未経過リース料 　未経過リース料

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はあり 同　左  同   左

ません。

合 計

支 払 リ ー ス 料

218

百万円１ 年 以 内

１ 年 超

77

141 百万円

百万円

（百万円）（百万円）（百万円）

機械及び装置 89 44 44

取 得 価 減 価 償 中 間 期

額 相 当 却 累 計 末 残 高

前 事 業 年 度

 自   平成  17年  4月  1日

 至   平成  17年  9月 30日

 自   平成  17年  4月  1日

 至   平成  18年  3月 31日

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

 自   平成  18年  4月  1日

 至   平成  18年  9月 30日

額 相 当

取 得 価

却 累 計 末 残 高

減 価 償 中 間 期

額 相 当

合 計

１ 年 以 内

１ 年 超

相 当 額

額

額 額 相 当 相 当 額

額

減価償却費相当額

合 計

支 払 リ ー ス 料

額

（百万円）

工具器具備品 305

車 両 運 搬 具 3

期 末 残

額 相 当 却 累 計 高 相 当

取 得 価 減 価 償

百万円

百万円

１ 年 以 内

減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料

１ 年 超

百万円

百万円

百万円

72

合 計

１ 年 以 内

１ 年 超

合 計

１ 年 以 内

１ 年 超

１ 年 以 内

１ 年 超

合 計 165

（百万円）（百万円）

機械及び装置 339 279 59

145 159

合 計 648 428 220

額 額 相 当 額

額

（百万円）（百万円）（百万円）

機械及び装置 339 287 52

160 173

449 200

工具器具備品 306 158 148

合 計 649

合 計 424 205 218

-車 両 運 搬 具 3 33 0 工具器具備品 334

百万円

百万円

97

97

41

41

百万円

75

255

  －

345 百万円

71

148

220

百万円

百万円

百万円

55

55

127

200

百万円

百万円

百万円

百万円 180 百万円165

百万円

百万円 減価償却費相当額

165

百万円

百万円

180
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(有価証券関係)

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。

（１株当たり情報）

 １株当たり純資産額 円 07 銭  １株当たり純資産額 円 29 銭  １株当たり純資産額 円 81 銭

 １株当たり中間純利益金額 6 円 26 銭  １株当たり中間純利益金額 3 円 76 銭  １株当たり当期純利益金額 10 円 46 銭

 潜在株式調整後１株当た  潜在株式調整後１株当た

 り中間純利益金額  り当期純利益金額

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

　　　以下のとおりです。

１株当たり中間（当期）純利益金額

　中間(当期)純利益 百万円 百万円 百万円

　普通株主に帰属しない金額

　普通株式に係る中間(当期)純利益 百万円 百万円 百万円

　期中平均株式数 千株 千株 千株

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額

　中間(当期)純利益調整額 百万円 百万円 百万円

　（うち支払利息（税額相当額控除後）） （ 百万円） （ 百万円） （ 百万円）

　普通株式増加数 千株 千株 千株

　（うち新株予約権付社債） （ 千株 ） （ 千株 ） （ 千株 ）

　希薄化効果を有しないため、潜在株式

　調整後１株当たり中間（当期）純利益

　金額の算定に含めなかった潜在株式の

　概要

(重要な後発事象）

　該当事項はありません。

－

－

当 中 間 会 計 期 間

自平成18年4月 1日

至平成18年9月30日

146

60

当 中 間 会 計 期 間

自 平成 18年 4月  1日

至 平成 18年 9月 30日

381

自 平成 17年 4月  1日

至 平成 17年 9月 30日

0

391384

前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

至平成18年3月31日

自平成17年4月 1日

円

百万円 百万円

自 平成 17年 4月  1日

至 平成 18年 3月 31日

218

前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

381

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

5 銭

－ － 百万円

0

218

－

－

0

381

34,927 36,447

146

39,047

4,198

銭

0

4,198 2,606

2,606

9 円 77

－
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